
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ホイールに装着されたタイヤの内部に空気が圧力下に封入されて構成された車輪が装着
された車両に設けられ、前記タイヤの空気圧を推定によって検出する装置であって、
　前記車輪の角速度を車輪速度として検出する車輪速度センサと、
　その検出された車輪速度に基づき、前記タイヤの動荷重半径を反映する動荷重半径反映
値を算出し、その算出された動荷重半径反映値を用いて前記空気圧を推定する推定器と、
　を含み、
　 推定器 、前記車両における前記車輪の装着位置と前記車両の走行速度である車速
に関連する車速関連 応じた補正値により前記車輪速度の検出値を補正 前記動荷重
半径反映値の算出を行うものであ
　

ものであるタイヤ空気圧検出装置。
【請求項２】
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前記 は
値に し、

り、
当該推定器は、前記車速が増加するにつれて、前記補正値により補正された後の前記車

輪速度が増加するように、その補正値を決定する決定手段を含み、
　前記車輪が、前記車両の動力源により駆動される駆動車輪と、駆動されずに転動させら
れる転動車輪と、を含み、前記補正値が、それら駆動車輪と転動車輪とに関連してそれぞ
れ設けられており、前記決定手段が、前記車速が同じである状態において、前記駆動車輪
に関連する前記補正値により補正された後の前記車輪速度の方が、前記転動車輪に関連す
る前記補正値により補正された後の前記車輪速度より大きくなるように、それら補正値を
決定する



記車輪速度センサが、 に関連してそれぞれ設けられた複
数の車輪速度センサを含む請求項１に記載のタイヤ空気圧検出装置。
【請求項３】
　前記推定器が、前記動荷重半径反映値を の全体に対して１
つ 車輪ごとに前記各車輪速度センサによりそれぞれ検出された複数の車輪速度の合成
値として算出する算出手段を含む請求項２に記載のタイヤ空気圧検出装置。
【請求項４】
　前記算出手段が、前記動荷重半径反映値の算出に用いる算出式における前記車輪速度

数の車輪間の大小関係を調整するために前記補正値を用いるものである請求項３に記載
のタイヤ空気圧検出装置。
【請求項５】
　前記 、前記車両の前後左右にそれぞれ装着された左右の前輪
と左右の後輪とを含み、
　前記複数の車輪速度センサが、それら左右の前輪と左右の後輪とに関連してそれぞれ設
けられている請求項４に記載のタイヤ空気圧検出装置。
【請求項６】
　前記算出手段が、前記車輪速度の前記左右前輪間の比である左右前輪間比と、前記車輪
速度の前記左右後輪間の比である左右後輪間比との差を用いて前記動荷重半径反映値を算
出するとともに、その動荷重半径反映値の算出に用いる算出式におけるそれら左右前輪間
比と左右後輪間比との比を調整するために前記補正値を用いるものである請求項５に記載
のタイヤ空気圧検出装置。
【請求項７】
　前記算出手段が、前記車輪速度の前記左右前輪間の比である左右前輪間比と、前記車輪
速度の前記左右後輪間の比である左右後輪間比との差を用いて前記動荷重半径反映値を算
出するとともに、その動荷重半径反映値の算出に用いる算出式におけるそれら左右前輪間
比と左右後輪間比とを個々に調整するために前記補正値を用いるものである請求項５に記
載のタイヤ空気圧検出装置。
【請求項８】
　前記算出手段が、前記車輪速度の前記左右前輪間の比である左右前輪間比と、前記車輪
速度の前記左右後輪間の比である左右後輪間比との差を用いて前記動荷重半径反映値を算
出するとともに、その動荷重半径反映値の算出に用いる算出式における前記車輪速度の前

輪間の比を調整するために前記補正値を用いるものである請求項５に記載のタイヤ空
気圧検出装置。
【請求項９】
　前記算出手段が、前記車両において対角位置にある２つの対角車輪対の一方に関する前
記車輪速度の和と、他方の対角車輪対に関する前記車輪速度の和との差またはその差に相
当する値を用いて前記動荷重半径反映値を算出するとともに、その動荷重半径反映値の算
出に用いる算出式における前記車輪速度の前 輪間の比を調整するために前記補正値を
用いるものである請求項５に記載のタイヤ空気圧検出装置。
【請求項１０】
　前記推定器が、前記算出された動荷重半径反映値と、しきい値との比較によって前記空
気圧が異常であるか否かを判定する判定手段を含む請求項１ないし のいずれかに記載の
タイヤ空気圧判定装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、車両における車輪のタイヤの空気圧をそのタイヤの動荷重半径に着目して検出
する技術に関するものであり、特に、その検出の精度を向上させる技術の改良に関するも
のである。
【０００２】
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【従来の技術】
車両における車輪のタイヤの空気圧が変化すればそのタイヤの動荷重半径が変化し、その
変化は、そのタイヤの角速度である車輪速度に現れる。このような現象を利用することに
より、タイヤの空気圧をそのタイヤの動荷重半径に着目して検出する技術が既に存在する
。
【０００３】
各車輪のタイヤの動荷重半径の、そのタイヤの空気圧に対する感度が、当該車両における
各車輪の装着位置によって異なる場合がある。その原因としては、車両側の事情、すなわ
ち、車両から各車輪のタイヤに上下方向に作用する荷重である車輪荷重が各車輪の装着位
置によって異なることが考えられる。図１５にグラフで例示するように、車輪荷重Ｗが大
きいほど、タイヤ空気圧Ｐに対する動荷重半径ｒの感度が鈍感になる。
【０００４】
車輪荷重が各車輪の装着位置によって異なる原因としては、車両重量の前輪および後輪へ
の配分である前後配分の違いがある。
【０００５】
例えば、前輪駆動式車両ＦＦについては、前輪の方が後輪より車輪荷重が大きくなるよう
に車両重量の前後配分が行われる傾向が強い。そのため、前輪の方が後輪より、動荷重半
径の感度が鈍い傾向が強い。
【０００６】
これに対し、後輪駆動式車両ＦＲについては、前輪と後輪とに均等に車両重量が配分され
る傾向が強い。そのため、前輪と後輪との間において動荷重半径の感度が互いに等しい傾
向が強い。しかし、後輪の方が前輪より車輪荷重が大きくなるように車両重量の前後配分
が行われる場合もある。この場合には、後輪の方が前輪より、動荷重半径の感度が鈍い。
【０００７】
また、動荷重半径の感度が車輪の装着位置によって異なる別の原因としては、タイヤ側の
事情、すなわち、タイヤの形状（例えば、タイヤの扁平率に起因する）、タイヤの設定空
気圧、タイヤの剛性（例えば、タイヤの構造に起因する）等が車輪の装着位置によって異
なることが考えられる。以下、具体的に説明する。
【０００８】
タイヤの扁平率が前輪と後輪とで互いに異なるようにタイヤの仕様が設定される場合があ
る。この場合には、扁平率が低いほど（同じタイヤ幅に対してタイヤ高さが低いほど）動
荷重半径の感度が敏感になるという傾向がある。また、タイヤの設定空気圧が前輪と後輪
とで互いに異なるようにタイヤの仕様が設定される場合もある。この場合には、タイヤの
設定空気圧が高いほど動荷重半径の感度が敏感になるという傾向がある。
【０００９】
特開平１０－１５１９１９号公報には、動荷重半径の感度が車輪の装着位置に依存すると
いう性質が存在するにもかかわらず、タイヤの空気圧を正確に検出するための技術が開示
されている。
【００１０】
この技術は、動荷重半径を反映した動荷重半径反映値が、車両における複数の車輪の全体
に対して１つのみ定義されるとともに、その動荷重半径反映値が、それら複数の車輪の車
輪速度の合成値として算出されることを前提として、各車輪ごとに予め用意された補正係
数により各車輪速度を補正して動荷重半径反映値を算出するというものである。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
本発明者は、動荷重半径ｒとタイヤ空気圧Ｐと車速Ｖとの間に成立する関係について研究
し、その結果、次のような知見を得た。
【００１２】
図１６ないし図１８には、３種類のタイヤにつき、タイヤ空気圧ＰがΔＰだけ低下する前
後で車速Ｖと動荷重半径ｒとの関係が変化する様子がグラフでそれぞれ例示されている。
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【００１３】
図１６に示す種類のタイヤは、動荷重半径ｒがタイヤ空気圧Ｐには依存するが車速Ｖには
依存しないという性質を有する種類のタイヤである。
【００１４】
これに対し、図１７に示す種類のタイヤは、動荷重半径ｒがタイヤ空気圧Ｐにも車速Ｖに
も依存するが、タイヤ空気圧Ｐに対する動荷重半径ｒの感度、すなわち、タイヤ空気圧Ｐ
の低下に伴う動荷重半径ｒの減少量が車速Ｖに依存しないという性質を有する種類のタイ
ヤである。
【００１５】
また、図１８に示す種類のタイヤは、動荷重半径ｒがタイヤ空気圧Ｐにも車速Ｖにも依存
し、さらに、タイヤ空気圧Ｐに対する動荷重半径ｒの感度が車速Ｖに依存するという性質
を有する種類のタイヤである。
【００１６】
ここで、車輪の装着位置の如何にかかわらず、タイヤ空気圧が同じであれば動荷重半径反
映値も同じになるように車輪速度を補正して動荷重半径反映値を算出する手法を考察する
と、図１６に示す種類のタイヤと、図１７に示す種類のタイヤとについては、車輪速度の
補正値を車輪の装着位置に応じて決定すれば足り、車速をも考慮することは不要である。
【００１７】
これに対し、図１８に示す種類のタイヤについては、車輪速度の補正値を車輪の装着位置
に応じて決定するのみでは足りず、車速にも応じて決定することが必要である。
【００１８】
このような知見に基づき、本発明は、車輪のタイヤの、空気圧に対する動荷重半径の感度
がその車輪の車両における装着位置のみならず車速にも依存するという性質を有する種類
のタイヤの空気圧を車輪の装着位置および車速の如何にかかわらず精度よく検出すること
を課題としてなされたものである。
【００１９】
【課題を解決するための手段および発明の効果】
　本発明によって下記各態様が得られる。各態様は、項に区分し、各項に番号を付し、必
要に応じて他の項の番号を引用する形式で記載する。これは、本明細書に記載の技術的特
徴のいくつかおよびそれらの組合せのいくつかの理解を容易にするためであり、本明細書
に記載の技術的特徴やそれらの組合せが以下の態様に限定されると解釈されるべきではな
い。
（１）　ホイールに装着されたタイヤの内部に空気が圧力下に封入されて構成された車輪
が装着された車両に設けられ、前記タイヤの空気圧を推定によって検出する装置であって
、
　前記車輪の角速度を車輪速度として検出する車輪速度センサと、
　その検出された車輪速度に基づき、前記タイヤの動荷重半径を反映する動荷重半径反映
値を算出し、その算出された動荷重半径反映値を用いて前記空気圧を推定する推定器と、
　を含み、
　 推定器 、前記車両における前記車輪の装着位置と前記車両の走行速度である車速
に関連する車速関連 応じた補正値により前記車輪速度の検出値を補正 前記動荷重
半径反映値の算出を行うものであ
　

ものであるタイヤ空気圧検出装置。
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前記 は
値に し、

り、
当該推定器は、前記車速が増加するにつれて、前記補正値により補正された後の前記車

輪速度が増加するように、その補正値を決定する決定手段を含み、
　前記車輪が、前記車両の動力源により駆動される駆動車輪と、駆動されずに転動させら
れる転動車輪と、を含み、前記補正値が、それら駆動車輪と転動車輪とに関連してそれぞ
れ設けられており、前記決定手段が、前記車速が同じである状態において、前記駆動車輪
に関連する前記補正値により補正された後の前記車輪速度の方が、前記転動車輪に関連す
る前記補正値により補正された後の前記車輪速度より大きくなるように、それら補正値を
決定する



【００２０】

【００２１】

【００２２】
　

【００２３】

【００２４】

【００２５】

【００２６】

【００２７】

【００２８】

【００２９】

【００３０】

【００３１】
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　この装置においては、車両における車輪の装着位置に応じた補正値により車輪速度の検
出値が補正されるとともに、その補正値が、車速関連連に基づいて決定される。

　車速が大きいほど車輪速度が大きく、そのため、タイヤのトレッド部に作用する遠心力
も大きい。その遠心力が大きいほど、トレッド部をタイヤの半径外側に張り出させる力、
すなわち、リフトさせる力が大きくなる。

車速に起因するトレッド部のリフトが発生すると、タイヤ空気圧が同じであっても、車
輪速度が減少してしまう。そのため、トレッド部のリフトにもかかわらず動荷重半径反映
値を正確に算出するためには、車輪速度をそれが増加するように補正して動荷重半径反映
値を算出することが必要である。

　このような知見に基づき、本項に係る装置においては、車輪速度の補正値が、車速が増
加するにつれて、その補正値により補正された後の車輪速度が増加するように決定される
。

　したがって、この装置によれば、車速に起因するトレッド部のリフトが発生するにもか
かわらずタイヤ空気圧を正確に検出することが容易となる。

　本項において「補正値により補正された後の車輪速度が増加する」とは、その車輪速度
が絶対的に増加することを意味するように解釈したり、その車輪速度が、他の車輪の車輪
速度が補正により減少させられる結果、その減少させられた車輪速度に対して相対的に増
加することを意味するように解釈することが可能である。

　車速が大きいほど、車両が走行するために打つ勝たなければならない空気抵抗が増加し
、そのため、車両の駆動車輪に作用させることが必要である駆動力も増加する。

　その駆動力を増加させるために、一般には、駆動車輪の路面に対するスリップ量が、車
速が小さい場合におけるより増加させられる。

　しかし、本発明者の研究によれば、タイヤ空気圧が低い場合には、タイヤが変形し易い
ことが原因で、タイヤが路面に接触する接地面積が、タイヤ空気圧が高い場合より増加す
る。一方、タイヤの接地面積が大きいほど、そのタイヤに発生可能な駆動力が大きい。し
たがって、タイヤ空気圧が低い場合には、タイヤのスリップ量の増加に依存することなく
、大きな駆動力を発生させ得る。

　そして、タイヤ空気圧が低い場合にも、高い場合と同様に、車速が増加するにつれて駆
動車輪のスリップ量が増加するが、その増加量はタイヤ空気圧が高い場合より少ない。し
たがって、タイヤ空気圧が低い場合には、駆動車輪においては、転動車輪におけるより、
車輪速度が減少して、動荷重半径の計算値が実際値より増加する傾向が強い。

　ここに、動荷重半径の計算値が実際値より増加する傾向は、タイヤ空気圧が低下して実
際の動荷重半径が減少しているにもかかわらず、計算上の動荷重半径がそれほど顕著に減
少しない傾向を意味している。そして、この傾向は、タイヤ空気圧に対する動荷重半径の
感度が低下する傾向を意味している。

　このような知見に基づき、本項に係る装置においては、車輪速度の補正値が、車速が同
じである状態において、駆動車輪に関連する補正値により補正された後の車輪速度の方が
、転動車輪に関連する補正値により補正された後の車輪速度より大きくなるように決定さ



【００３２】

【００３３】
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れる。

　したがって、この装置によれば、スリップ量の変化特性が駆動車輪と転動車輪とで互い
に異なるにもかからわず、動荷重半径反映値を精度よく算出することが容易となる。

　左右前輪と左右後輪とを備えた車両が駆動車輪と転動車輪とを含むように構成される場
合には、一般に、それら左右前輪と左右後輪との一方が駆動車輪、他方が転動車輪に割り
当てられる。

　したがって、本項における「駆動車輪に関連する補正値」と「転動車輪に関連する補正
値」とはいずれも、結局、車両における各車輪の装着位置に応じた補正値を意味すること
となる。

　したがって、この装置によれば、車輪の装着位置と車速との双方を考慮して動荷重半径
反映値が算出可能となるため、タイヤ空気圧に対する動荷重半径の感度が車輪の装着位置
のみならず車速にも依存するという性質を有する種類のタイヤの空気圧を車輪の装着位置
および車速の如何にかかわらず精度よく検出することが容易となる。

　本項および下記の各項において「補正値により車輪速度の検出値を補正する」とは、当
該車輪の車輪速度の検出値を直接に補正することを意味するように解釈したり、別の車輪
の車輪速度の検出値を補正することによって当該車輪速度の検出値を間接に補正すること
を意味するように解釈することが可能である。

　さらに、本項および下記の各項において「補正値により車輪速度の検出値を補正する」
とは、その車輪速度の検出値を直接に補正することを意味するように解釈したり、動荷重
半径反映値の暫定値（補正前の値）を補正することによって当該車輪速度の検出値を間接
に補正することを意味するように解釈することが可能である。

　本項および下記の各項において「補正値」は、同じ車両において、車輪に作用する車輪
荷重（例えば、車輪に垂直に作用する接地荷重）が大きい側の車輪についての車輪速度の
検出値が絶対的に、または、車輪荷重が小さい側の車輪についての車輪速度の検出値に対
して相対的に増加する値として決定することが可能である。車輪荷重が大きいほど、同じ
車輪についての動荷重半径の感度が低下するが、この感度低下は、同じ車輪の車輪速度の
検出値を絶対的にまたは相対的に増加させることにより、実際に現れることが抑制される
からである。

　本項および下記の各項において「車速関連値」としては、例えば、車速そのものを選ん
だり、車輪速度を選んだり、車両において運転者によりその車両を加速するために操作さ
れる加速操作部材の操作量を選んだりすることが可能である。

　本項および下記の各項において「空気圧の検出」は、空気圧の絶対値を検出することを
意味するように解釈したり、空気圧の、しきい値に対する相対値（すなわち、変化量）を
検出することを意味するように解釈したり、空気圧がしき値に対して高いか低いかという
状態を検出することを意味するように解釈することが可能である。このような解釈は「空
気圧の推定」という用語についても同様である。
（２）　前記車輪速度センサが、前記駆動車輪と前記転動車輪に関連してそれぞれ設けら
れた複数の車輪速度センサを含む（１）項に記載のタイヤ空気圧検出装置。
（３）　前記推定器が、前記動荷重半径反映値を前記駆動車輪と前記転動車輪の全体に対
して１つ、各車輪ごとに前記各車輪速度センサによりそれぞれ検出された複数の車輪速度
の合成値として算出する算出手段を含む（２）項に記載のタイヤ空気圧検出装置。
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　前記（２）項に係る装置は、車両が駆動車輪と転動車輪を有する場合に、各車輪ごとに
動荷重半径反映値を算出する態様で実施することが可能であるが、本項におけるように、
動荷重半径反映値を複数の車輪の全体に対して１つ、それら複数の車輪の車輪速度の合成
値として算出する態様で実施することも可能である。
（４）　前記算出手段が、前記動荷重半径反映値の算出に用いる算出式における前記車輪
速度の前記複数の車輪間の大小関係を調整するために前記補正値を用いるものである（３
）項に記載のタイヤ空気圧検出装置。

　この装置によれば、上記補正値を用いることにより、動荷重半径反映値の算出式におけ
る車輪速度の複数の車輪間の大小関係が調整され、それにより、動荷重半径反映値のタイ
ヤ空気圧の変化に対する感度が車輪の装着位置にも車速にも依存することが抑制される。

　本項において「車輪速度の駆動車輪と転動車輪の車輪間の大小関係」は、例えば、複数
の車輪間の差として定義したり、比として定義することが可能である。
（５）　前記駆動車輪と前記転動車輪が、前記車両の前後左右にそれぞれ装着された左右
の前輪と左右の後輪とを含み、
　前記複数の車輪速度センサが、それら左右の前輪と左右の後輪とに関連してそれぞれ設
けられている（４）項に記載のタイヤ空気圧検出装置。
（６）　前記算出手段が、前記車輪速度の前記左右前輪間の比である左右前輪間比と、前
記車輪速度の前記左右後輪間の比である左右後輪間比との差を用いて前記動荷重半径反映
値を算出するとともに、その動荷重半径反映値の算出に用いる算出式におけるそれら左右
前輪間比と左右後輪間比との比を調整するために前記補正値を用いるものである（５）項
に記載のタイヤ空気圧検出装置。

　この装置によれば、各車輪のタイヤの動荷重半径の、タイヤ空気圧に対する感度（個別
感度）が前輪と後輪との間において互いに異なる場合に、総合的な動荷重半径反映値のタ
イヤ空気圧に対する感度（総合感度）が車輪の装着位置にも車速にも依存することが抑制
される。
（７）　前記算出手段が、前記車輪速度の前記左右前輪間の比である左右前輪間比と、前
記車輪速度の前記左右後輪間の比である左右後輪間比との差を用いて前記動荷重半径反映
値を算出するとともに、その動荷重半径反映値の算出に用いる算出式におけるそれら左右
前輪間比と左右後輪間比とを個々に調整するために前記補正値を用いるものである（５）
項に記載のタイヤ空気圧検出装置。

　この装置によれば、各車輪のタイヤの動荷重半径の、タイヤ空気圧に対する感度（個別
感度）が左輪と右輪との間において互いに異なる場合に、総合的な動荷重半径反映値のタ
イヤ空気圧に対する感度（総合感度）が車輪の装着位置にも車速にも依存することが抑制
される。
（８）　前記算出手段が、前記車輪速度の前記左右前輪間の比である左右前輪間比と、前
記車輪速度の前記左右後輪間の比である左右後輪間比との差を用いて前記動荷重半径反映
値を算出するとともに、その動荷重半径反映値の算出に用いる算出式における前記車輪速
度の前記車輪間の比を調整するために前記補正値を用いるものである（５）項に記載のタ
イヤ空気圧検出装置。

　この装置によれば、各車輪のタイヤの動荷重半径の、タイヤ空気圧に対する感度（個別
感度）が複数の車輪間において互いに異なる場合に、総合的な動荷重半径反映値のタイヤ
空気圧に対する感度（総合感度）が車輪の装着位置にも車速にも依存することが抑制され
る。
（９）　前記算出手段が、前記車両において対角位置にある２つの対角車輪対の一方に関
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する前記車輪速度の和と、他方の対角車輪対に関する前記車輪速度の和との差またはその
差に相当する値を用いて前記動荷重半径反映値を算出するとともに、その動荷重半径反映
値の算出に用いる算出式における前記車輪速度の前記車輪間の比を調整するために前記補
正値を用いるものである（５）項に記載のタイヤ空気圧検出装置。

　この装置によれば、前記（８）項に係る装置と同様に、各車輪のタイヤの動荷重半径の
、タイヤ空気圧に対する感度（個別感度）が複数の車輪間において互いに異なる場合に、
総合的な動荷重半径反映値のタイヤ空気圧に対する感度（総合感度）が車輪の装着位置に
も車速にも依存することが抑制される。

　本項において「差に相当する値」は、例えば、車輪速度の左右前輪間の差と左右後輪間
の差との差として定義することが可能である。

　（１０）　前記推定器が、前記算出された動荷重半径反映値と、しきい値との比較によ
って前記空気圧が異常であるか否かを判定する判定手段を含む（１）ないし（９）項のい
ずれかに記載のタイヤ空気圧判定装置。
（１１）　ホイールに装着されたタイヤの内部に空気が圧力下に封入されて構成された車
輪が装着された車両に設けられ、前記タイヤの空気圧が異常であるか否かを判定する装置
であって、前記車輪の角速度を車輪速度として検出する車輪速度センサと、その検出され
た車輪速度に基づき、前記タイヤの動荷重半径を反映する動荷重半径反映値を算出し、そ
の算出された動荷重半径反映値と、しきい値との比較によって前記空気圧が異常であるか
否かを判定する判定器とを含み、かつ、その判定器が、前記車両における前記車輪の装着
位置と前記車両の走行速度である車速に関連する車速関連値との一方である第１パラメー
タに応じた補正値により前記しきい値を補正するとともに、その補正値を、前記車輪の装
着位置と前記車速関連値との他方である第２パラメータに基づいて決定し、かつ、前記補
正されたしきい値と前記算出された動荷重半径反映値との比較によって前記空気圧が異常
であるか否かを判定するものであるタイヤ空気圧判定装置

　この装置によれば、前記（１）項に係る装置と同様な原理に従い、２つのパラメータに
よる補正が、車輪速度に対してではなく、動荷重半径反映値と比較されるべきしきい値に
対して行われ、それにより、タイヤ空気圧の判定結果が、車輪の装着位置および車速に依
存することが抑制される。
（１２）　ホイールに装着されたタイヤの内部に空気が圧力下に封入されて構成された車
輪が装着された車両に設けられ、前記タイヤの空気圧を推定によって検出する装置であっ
て、前記車輪の角速度を車輪速度として検出する車輪速度センサと、その検出された車輪
速度に基づき、前記タイヤの動荷重半径を反映する動荷重半径反映値を算出し、その算出
された動荷重半径反映値を用いて前記空気圧を推定する推定器とを含み、かつ、その推定
器が、前記車両から前記車輪に上下方向に作用する荷重である車輪荷重に基づく補正値に
より前記車輪速度の検出値を補正することにより、前記動荷重半径反映値の算出を行うも
のであるタイヤ空気圧検出装置。  

　車両における車輪の装着位置に基づいて車輪速度の補正値を決定することは、車輪の装
着位置に応じて車輪荷重が異なるという事実に着目すれば、車輪荷重に基づいて車輪速度
の補正値を決定することにつながる。

　したがって、前記（１）ないし（１０）項のいずれかに係る装置の各実施形態は、本項
に係る装置の各実施形態でもある。

　しかし、車輪荷重は、車輪の装着位置以外の要因によっても変化する。その一例は、車
両に積載される荷重の重さや分布である。例えば、車両が乗用車である場合には、車輪荷
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重が、前輪においては、運転者のみが乗車する空車時と、定員の乗員が乗車する定積時と
でそれほど変化しないが、後輪においては、定積時の方が空車時より増加する。したがっ
て、そのような車輪荷重の変化に付随し、各車輪ごとの動荷重半径の、タイヤ空気圧の変
化に対する感度も変化する。

　これに対し、本項に係る装置によれば、固定的な車両重量配分のみならず、変動的な車
両重量配分にも依存しないように動荷重半径反映値を算出することが容易となる。
（１３）  さらに、前記車輪荷重を検出する車輪荷重センサを含み、かつ、前記推定器が
、その車輪荷重センサにより検出された車輪荷重に基づき、前記補正値を決定する決定手
段を含む（１２）項に記載のタイヤ空気圧検出装置。
（１４）　さらに、前記車両の車体の路面からの高さを検出する車高センサを含み、かつ
、
　前記推定器が、その車高センサにより検出された車高に基づき、前記補正値を決定する
決定手段を含む（１２）項に記載のタイヤ空気圧検出

　車輪荷重と車高との間には、一般に、車輪荷重が大きいほど、車高が低いという関係が
成立する。

　この事実を利用することにより、本項に係る装置においては、車高センサにより検出さ
れた車高に基づき、前記（１２）項における補正値が決定される。
（１５）　さらに、前記車両において運転者によりその車両を加速するために操作される
加速操作部材の操作量を加速操作量として検出する加速操作量センサと、
　前記車両に前後方向に作用する加速度を前後加速度として検出する加速度センサと
　を含み、かつ、前記推定器が、前記加速操作量センサにより検出された加速操作量と、
その加速操作量と実質的に同じ時期に前記加速度センサにより検出された前後加速度との
関係に基づき、前記補正値を決定する決定手段を含む（１２）項に記載のタイヤ空気圧検
出装置。

　車両の駆動力と、その車両に前後方向に発生する前後加速度と、その車両の総重量との
間には、一般に、駆動力が前後加速度と総重量との積に等しいという関係が成立する。し
たがって、駆動力と前後加速度とが判明すれば、総重量を取得可能である。一方、駆動力
は、車両において運転者によりその車両を加速するために操作される加速操作部材の操作
量である加速操作量として検出可能である。

　したがって、互いに実質的に同じ時期に取得された加速操作量と前後加速度とから、そ
のときにおける車両の総重量を取得することが可能である。一方、一定の条件のもとでは
、車両の総重量から車輪荷重を取得することも可能である。

　それらの知見に基づき、本項に係る装置においては、加速操作量と、それと実質的に同
じ時期に検出された前後加速度との関係に基づき、前記（１２）項における補正値が決定
される。
（１６）　ホイールに装着されたタイヤの内部に空気が圧力下に封入されて構成された車
輪が装着された車両に設けられ、前記タイヤの空気圧を推定によって検出する装置であっ
て、
　前記車輪の角速度を車輪速度として検出する車輪速度センサと、
　その検出された車輪速度に基づき、前記タイヤの動荷重半径を反映する動荷重半径反映
値を算出し、その算出された動荷重半径反映値を用いて前記空気圧を推定する推定器と
　を含み、かつ、その推定器が、前記空気圧に対する前記動荷重半径反映値の感度が、前
記車輪に作用する車輪荷重と前記車両の走行速度である車速とに依存する傾向を抑制する
ための補正値を、前記車両における前記車輪の装着位置と前記車速に関連する車速関連値
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【発明の実施の形態】
以下、本発明のさらに具体的な実施の形態のいくつかを図面に基づいて詳細に説明する。
【００６７】
図１には、本発明の第１実施形態に従うタイヤ異常判定装置のハードウエア構成がブロッ
ク図で概念的に示されている。このタイヤ異常判定装置は車両に搭載されている。
【００６８】
その車両は、それの前後左右にそれぞれ車輪を備えている。図１において「ＦＬ」は左前
輪、「ＦＲ」は右前輪、「ＲＬ」は左後輪、「ＲＲ」は右後輪をそれぞれ意味している。
車輪の総数は４個である。
【００６９】
その車両は前輪駆動式であり、左右前輪が駆動車輪、左右後輪が転動車輪とされている。
また、左右前輪に作用する車輪荷重の方が、左右後輪に作用する車輪荷重より大きいよう
に、車両重量の前後配分が設定されている。
【００７０】
各車輪は、よく知られているように、金属製のホイールに装着されたゴム製のタイヤの内
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とに応じて取得し、その取得された補正値により前記車輪速度の検出値を補正し、その補
正された検出値に基づいて前記動荷重半径反映値を算出するものであるタイヤ空気圧検出
装置。

　この装置によれば、車輪の装着位置と車速との双方を考慮し、タイヤ空気圧に対する動
荷重半径反映値の感度が車輪荷重と車速とに依存する傾向が抑制されるように動荷重半径
反映値が算出可能となる。

　よって、この装置によれば、タイヤ空気圧に対する動荷重半径の感度が車輪荷重のみな
らず車速にも依存するという性質を有する種類のタイヤの空気圧を車輪荷重および車速の
如何にかかわらず精度よく検出することが容易となる。
（１７）　ホイールに装着されたタイヤの内部に空気が圧力下に封入されて構成された車
輪が装着された車両に設けられ、前記タイヤの空気圧が異常であるか否かを判定する装置
であって、
　前記車輪の角速度を車輪速度として検出する車輪速度センサと、
　その検出された車輪速度に基づき、前記タイヤの動荷重半径を反映する動荷重半径反映
値を算出し、その算出された動荷重半径反映値と、しきい値との比較によって前記空気圧
が異常であるか否かを判定する判定器と
　を含み、かつ、その判定器が、前記車両における前記車輪の装着位置と前記車両の走行
速度である車速に関連する車速関連値とに応じて前記しきい値を、前記空気圧に対する前
記動荷重半径反映値の感度が、前記車輪に作用する車輪荷重と前記車速とに依存する傾向
を反映する値として決定するものであるタイヤ空気圧判定装置。

　この装置においては、タイヤ空気圧に対する動荷重半径反映値の感度が車輪荷重と車速
とに依存する傾向を反映するように、動荷重半径反映値と比較されるべきしきい値が、車
両における車輪の装着位置と車速に関連する車速関連値とに応じて決定される。

　したがって、この装置によれば、タイヤ空気圧の判定結果を、動荷重半径反映値の感度
が車輪荷重と車速とに依存する傾向が抑制された状態で算出された動荷重半径反映値のも
とに仮定的に取得されるタイヤ空気圧の判定結果に近づくように取得することが可能とな
る。

　よって、この装置によれば、タイヤ空気圧の判定結果が、車輪荷重および車速に依存す
ることが抑制される。



部に空気が圧力下に封入されて構成されている。
【００７１】
図１に示すように、このタイヤ異常判定装置は、各車輪ごとに車輪速度センサ１０を備え
ている。各車輪速度センサ１０は、よく知られているように、各車輪の角速度を車輪速度
として検出するセンサである。具体的には、車輪速度センサ１０は、電磁ピックアップで
あり、車輪と共に回転するロータの外周に形成された多数の歯の通過に応じて周期的に変
化する電圧信号を出力する。
【００７２】
それら４個の車輪速度センサ１０は、図１に示すように、判定器２０に電気的に接続され
ている。この判定器２０は、コンピュータ２２を主体とし、それら４個の車輪速度センサ
１０の出力信号に基づき、複数の車輪の中に、タイヤ空気圧が異常に低い車輪が存在して
いるか否かを判定する装置である。
【００７３】
なお付言すれば、以下の説明においては、タイヤの異常という用語を、タイヤ空気圧が異
常に低いことを意味する用語として使用する。
【００７４】
図２には、コンピュータ２２のハードウエア構成がブロック図で概念的に示されている。
コンピュータ２２は、よく知られているように、ＣＰＵ３０（プロセッサの一例）とＲＯ
Ｍ３２（メモリの一例）とＲＡＭ３４（メモリの一例）とがバス３６により互いに接続さ
れて構成されている。
【００７５】
ＲＯＭ３２には、図２に示すように、タイヤ異常判定プログラムおよび車速推定プログラ
ムを始めとし、各種プログラムが予め記憶されている。
【００７６】
車速推定プログラムは、よく知られているように、複数の車輪速度センサ１０によりそれ
ぞれ検出された複数の車輪速度に基づいて車速を推定するために実行されるプログラムで
ある。
【００７７】
タイヤ異常判定プログラムは、車両における複数のタイヤの中に、異常であるタイヤが存
在しているか否かを判定するために実行されるプログラムである。このタイヤ異常判定プ
ログラムの詳細は後に説明する。
【００７８】
図１に示すように、判定器２０には、さらに、警報器４０も接続されている。警報器４０
は、複数の車輪の中に、タイヤ空気圧が異常に低い車輪が存在していることを車両の運転
者に視覚的にまたは聴覚的に告知するために作動させられる。
【００７９】
この警報器４０は、情報を視覚的に告知する形式として構成する場合、専用のランプとし
て構成したり、同じ表示位置において複数の異なる情報を選択的に表示するマルチディス
プレイとして構成することが可能である。
【００８０】
ここで、前記タイヤ異常判定プログラムの内容を詳細に説明する。
【００８１】
このタイヤ異常判定プログラムにおいては、車輪速度センサ１０により検出された車輪速
度に基づき、タイヤの動荷重半径を反映する動荷重半径反映値αが算出され、その算出さ
れた動荷重半径反映値αを用いることにより、複数の車輪の中に、タイヤ空気圧が異常に
低い車輪が 存在しているか否かが判定される。
【００８２】
本実施形態においては、その動荷重半径反映値αが、複数の車輪の全体に対して１つ、各
車輪ごとに各車輪速度センサ１０によりそれぞれ検出された複数の車輪速度の合成値とし
て算出される。
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【００８３】
さらに、本実施形態においては、動荷重半径反映値αが、基本的には、車輪速度の左右前
輪間の比である左右前輪間比と、車輪速度の左右後輪間の比である左右後輪間比との差を
用いて算出される。
【００８４】
動荷重半径反映値αは、従来、次式により算出されていた。
【００８５】
α＝（Ｖ F R／Ｖ F L）－（Ｖ R R／Ｖ R L）
ただし、
Ｖ F R：右前輪の車輪速度
Ｖ F L：左前輪の車輪速度
Ｖ R R：右後輪の車輪速度
Ｖ R L：左後輪の車輪速度
図３には、車輪荷重が前輪より小さい後輪につき、タイヤ空気圧Ｐが設定空気圧Ｐ 0から
一定値ΔＰだけ低下した場合に、ある低速走行時には動荷重半径ｒがΔｒ 1だけ減少する
のに対し、ある高速走行時には動荷重半径ｒがΔｒ 2だけ減少することがグラフで表されされされされされされされされ

ている。ている。ている。ている。ている。ている。ている。ている。

【００８６】
これに対し、図４には、車輪荷重が後輪より大きい前輪につき、タイヤ空気圧Ｐが設定空
気圧Ｐ 0からΔＰだけ低下した場合に、ある低速走行時には動荷重半径ｒがΔｒ 3だけ減少
するのに対し、ある高速走行時には動荷重半径ｒがΔｒ 4だけ減少することがグラフで表
されている。
【００８７】
図３および図４を参照すると、ある低速走行時には、減少量Δｒ 1がΔｒ 3より大きく、か
つ、ある高速走行時には、減少量Δｒ 2がΔｒ 4より大きいことを窺うことができる。この
ことは、タイヤ空気圧Ｐに対する動荷重半径ｒの感度が、低速走行時であるか高速走行時
であるかを問わ ず 、 後輪の方が前輪より敏感であることを意味する。
【００８８】
このように前後輪間に感度差が存在することを考慮しないで、動荷重半径反映値αを算出
すると、タイヤ空気圧Ｐが低下した車輪が前輪であるか後輪であるかにより、動荷重半径
反映値αの算出値が異なってしまう。以下、このことを具体的に説明する。
【００８９】
この説明のために、前述の車両の前輪のみにおいてタイヤ空気圧がΔＰだけ低下した場合
と、同じ車両の後輪のみにおいてタイヤ空気圧がΔＰだけ低下した場合とをそれぞれ想定
する。図５には、タイヤ空気圧Ｐと動荷重半径反映値αとの関係が、前者の場合について
は実線グラフ、後者の場合については破線グラフでそれぞれ示されている。
【００９０】
なお付言すれば、タイヤ空気圧が設定空気圧Ｐ 0から低下した場合には、動荷重半径反映
値αの符号が正である領域でそれの絶対値が増加する場合と、負である領域でそれの絶対
値が増加する場合とがあるが、図５には、正である領域でそれの絶対値が増加する場合の
みが代表的に示されている。
【００９１】
図５から明らかなように、タイヤ空気圧Ｐに対する動荷重半径反映値αの感度は、前輪に
おいては鈍感であるのに対して、後輪においては敏感である。
【００９２】
本実施形態においては、タイヤ空気圧Ｐが低下したことを検出するために動荷重半径反映
値αにしきい値α t hが設定される。このしきい値α t hは、前輪と後輪とに共通に設定され
るが、前述の従来の算出式を用いる場合には、動荷重半径反映値αがしきい値α t hを超え
たときの実際のタイヤ空気圧Ｐが前後輪間で互いに一致しない。タイヤ空気圧Ｐが設定空
気圧Ｐ 0から低下し始めると、後輪についてはその事実が早く検出されるのに対し、前輪
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については遅く検出されることになる。
【００９３】
ところで、一般に、動荷重半径反映値αにしきい値α t hを設定する際には、図６に示すよ
うに、タイヤ空気圧Ｐが設定空気圧Ｐ 0より低いある値Ｐ 1を下回らない限り、タイヤ空気
圧が異常であると判定されないという要求と、タイヤ空気圧Ｐがある値Ｐ 2（値Ｐ 1より低
い値）を下回ったならば必ず、タイヤ空気圧が異常であると判定されるという要求とが一
緒に満たされるようにされる。
【００９４】
それらの要求が満たされるようにしきい値α t hを設定する場合には、感度が鈍感である場
合、すなわち、前輪のみにおいてタイヤ空気圧が低下した場合の動荷重半径反映値αを基
準にする手法と、感度が敏感である場合、すなわち、後輪のみにおいてタイヤ空気圧が低
下した場合の動荷重半径反映値αを基準にする手法とが考えられる。
【００９５】
前者の手法を採用する場合には、図６に示すように、しきい値α t hが低めのしきい値α t h

1として設定されることになるが、このしきい値α t h 1を用いると、後輪のみにおいてタイ
ヤ空気圧が低下した場合には、後輪のタイヤ空気圧が値Ｐ 1より高い状況においてタイヤ
空気圧が異常であるとの検出が誤って行われてしまう可能性がある。誤検出の可能性があ
るのである。
【００９６】
これに対して、後者の手法を採用する場合には、図６に示すように、しきい値α t hが高め
のしきい値α t h 2として設定されることになるが、このしきい値α t h 2を用いると、前輪の
みにおいてタイヤ空気圧が低下した場合には、前輪のタイヤ空気圧が値Ｐ 2より低い状況
においてタイヤ空気圧が異常であることが検出されない可能性がある。不検出の可能性が
あるのである。
【００９７】
そこで、本実施形態においては、動荷重半径反映値αの算出式における車輪速度の複数の
車輪間の大小関係を調整するために、補正値ｋが用いられる。
【００９８】
さらに、本実施形態においては、その補正値ｋが、動荷重半径反映値αの算出式における
左右前輪間比と左右後輪間比との比を調整するために用いられる。
【００９９】
この補正値ｋが用いられた、動荷重半径反映値αの算出式を次式に示す。
【０１００】
α＝（Ｖ F R／Ｖ F L）－（Ｖ R R／Ｖ R L）×ｋ＋（ｋ－１）
この算出式においては、補正値ｋが、１を除く正の値として設定される。この補正値ｋは
、左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）の方を左右前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）より、動荷重半径反映
値αへの寄与度を高めたい場合には、１より大きな値に設定され、これに対し、左右前輪
間比（Ｖ F R／Ｖ F L）を左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）より、動荷重半径反映値αへの寄与度
を高めたい場合には、１より小さな値に設定される。
【０１０１】
この補正値ｋは、左右前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）と左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）とに同じ影
響を及ぼすものではなく、互いに異なる影響を及ぼす。したがって、この補正値ｋは、車
輪が前輪であるか後輪であるかに応じて決定される値であるということができる。
【０１０２】
本実施形態においては、動荷重半径ｒの感度が前輪においては低く、後輪においては高い
から、補正値ｋが１より小さい値として設定されることになる。
【０１０３】
なお付言すれば、上述の算出式においては、（ｋ－１）なる項が設けられている。この項
は、補正値ｋの存在にもかかわらず、左右前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）も左右後輪間比（Ｖ R R

／Ｖ R L）も１である場合には必ず、動荷重半径反映値αが０となることを保証するために
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設けられている。
【０１０４】
この補正値ｋを用いれば、図７にグラフで示すように、感度が鈍感である場合、すなわち
、前輪のみにおいてタイヤ空気圧が低下した場合の動荷重半径反映値αが、後輪のみにお
いてタイヤ空気圧が低下した場合の動荷重半径反映値αに十分に接近することになる。
【０１０５】
したがって、図７に示すように、前輪のみにおいてタイヤ空気圧Ｐが低下したために動荷
重半径反映値αがしきい値α t hを下回るときのタイヤ空気圧Ｐ 3と、後輪のみにおいてタ
イヤ空気圧Ｐが低下したために動荷重半径反映値αがしきい値α t hを下回るときのタイヤ
空気圧Ｐ 4とが、そのタイヤ空気圧Ｐの低下が生じた車輪が前輪であるか後輪であるかに
かかわらず、十分に互いに一致することになる。
【０１０６】
なお付言すれば、上述の算出式においては、補正値ｋが左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）に掛
け算されるとともに、左右前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）も左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）も１で
ある場合に必ず動荷重半径反映値αが０となることを保証するために（ｋ－１）なる項が
設けられているが、補正値ｋを左右前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）に掛け算するとともに、左右
前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）も左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）も１である場合に必ず動荷重半径
反映値αが０となることを保証するために（１－ｋ）なる項を設けるようにして本発明を
実施することが可能である。
【０１０７】
ただし、この場合には、例えば、左右前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）を左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ

R L）より、動荷重半径反映値αへの寄与度を高めたい場合には、補正値ｋが１より大きな
値に設定されることとなる。
【０１０８】
ここで、図３および図４を再び参照すると、後輪につき、車速Ｖが上昇することに伴う動
荷重半径ｒの減少量Δｒの減少量が車速Ｖの上昇につれて減少する。具体的には、Δｒ 1

の方がΔｒ 2より大きい。同様に、前輪につき、車速Ｖが上昇することに伴う動荷重半径
ｒの減少量Δｒの減少量が車速Ｖの上昇につれて減少する。具体的には、Δｒ 3の方がΔ
ｒ 4より大きい。
【０１０９】
このことは、本実施形態においては、タイヤが、タイヤ空気圧Ｐに対する動荷重半径ｒの
感度が、車輪の装着位置のみならず車速Ｖにも依存するという性質を有する種類のタイヤ
であることを示している。
【０１１０】
そのため、前述の補正値ｋを車速Ｖとは無関係に固定値として設定したのでは、動荷重半
径反映値αを十分には高い精度で算出することができない。
【０１１１】
また、一般に、タイヤ空気圧に対する動荷重半径の感度については、車速の上昇に伴う減
少が、車輪荷重が小さい場合の方が大きい場合より顕著である。以下、このことを具体的
に説明する。
【０１１２】
図８には、タイヤ空気圧ＰがΔＰだけ低下する前後で、車速Ｖに対する動荷重半径ｒの変
化量Δｒが互いに異なる様子が、車輪荷重Ｗが大きい場合と小さい場合とについてそれぞ
れグラフで示されている。図８から明らかなように、車輪荷重Ｗが小さい場合の方が、大
きい場合より、車速Ｖの上昇に伴う上記変化量Δｒの減少量が大きい。このことは、タイ
ヤ空気圧に対する動荷重半径の感度の、車速の上昇に伴う減少が、車輪荷重が小さい場合
の方が大きい場合より顕著であることを示している。
【０１１３】
本実施形態においては、後輪の方が前輪より車輪荷重が小さい。よって、タイヤ空気圧に
対する動荷重半径の感度の、車速の上昇に伴う減少が、後輪の方が前輪より顕著である。
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【０１１４】
そこで、本実施形態においては、前述の補正値ｋ（車輪速度の左右後輪間比に乗じられる
値）の基準値ｋ 0、すなわち、車速Ｖが０であるときに採用される値が、前輪における動
荷重半径の感度を増加させるために、１より小さな値とされる。
【０１１５】
さらに、本実施形態においては、補正値ｋが、車速Ｖの上昇につれて後輪における動荷重
半径の感度の減少が顕著化することに対して動荷重半径反映値αを補償するために、図９
に示すように、車速Ｖの上昇につれて、基準値ｋ 0から増加するように決定される。
【０１１６】
図１０には、前記タイヤ異常判定プログラムの内容がフローチャートで概念的に表されて
いる。
【０１１７】
このタイヤ異常判定プログラムは繰返し実行される。各回の実行時には、まず、ステップ
Ｓ１（以下、単に「Ｓ１」で表す。他のステップについても同じとする。）において、各
車輪の車輪速度を表す信号が４個の車輪速度センサ１０からそれぞれ取り込まれ、その取
り込まれた各信号に基づき、各車輪ごとに車輪速度が演算される。
【０１１８】
次に、Ｓ２において、４個の車輪についてそれぞれ演算された４個の車輪速度に基づき、
車両が現在走行している道路が悪路であるか否かが判定される。具体的には、例えば、そ
れら４個の車輪速度間に設定状態以上の不一致があるか否かが判定され、ある場合には車
両が悪路を走行していると判定される。
【０１１９】
今回は、車両が悪路を走行していると仮定すれば、Ｓ２の判定がＹＥＳとなり、直ちに、
このタイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了する。これに対し、今回は、車両が悪
路を走行してはいないと仮定すれば、Ｓ２の判定がＮＯとなり、Ｓ３に移行する。
【０１２０】
このＳ３においては、車両が旋回中であるか否かが判定される。この判定は、例えば、左
右前輪または左右後輪についてそれぞれ演算された２個の車輪速度を左右輪の車輪速度と
して用いることによって行われる。具体的には、例えば、それら左右輪の車輪速度間に設
定状態以上の不一致があるか否かが判定され、ある場合には車両が旋回中であると判定さ
れる。
【０１２１】
今回は、車両が旋回中であると仮定すれば、Ｓ３の判定がＹＥＳとなり、Ｓ４において、
各車輪について演算された車輪速度が、車両旋回による影響を受けないように補正される
。
【０１２２】
具体的には、例えば、車両の旋回状態（車両の旋回半径および旋回方向を含む。）に関連
付けて、車両旋回によって各車輪の車輪速度に現れる影響を実験または計算により予め取
得しておき、それら旋回状態と影響との関係であってＲＯＭ３２に予め記憶されたものに
従い、各車輪について演算された車輪速度が補正される。このＳ４の実行が終了すれば、
Ｓ５に移行する。
【０１２３】
これに対し、今回は、車両が旋回中ではないと仮定すれば、Ｓ３の判定がＮＯとなり、Ｓ
４がスキップされてＳ５に移行する。
【０１２４】
いずれの場合にも、このＳ５においては、車両が加減速中であるか否かが判定される。車
両加速中には駆動車輪のスリップ率が増加し、車両制動中には制動車輪のスリップ率が増
加し、いずれの場合にも、それら車輪について演算された車輪速度をそのまま用いて動荷
重半径反映値αを算出したのでは、その算出の精度を確保することが困難であるからであ
る。
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【０１２５】
このＳ５の判定は、例えば、左右前輪の一方について演算された車輪速度と、左右後輪の
一方について演算された車輪速度とを、前後輪の車輪速度として用いることによって行わ
れる。具体的には、例えば、それら前後輪の車輪速度間に設定状態以上の不一致があるか
否かが判定され、ある場合には車両が加減速中であると判定される。
【０１２６】
なお付言すれば、このＳ５は、車両の運転者によるブレーキ操作が検出されたり、各車輪
のブレーキが自動的に制御されるブレーキ制御が検出されたことに応答して、車両が加減
速中であると判定するようにして実行することが可能である。
【０１２７】
今回は、車両が加減速中であると仮定すれば、Ｓ５の判定がＹＥＳとなり、直ちに、この
タイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了する。これに対し、今回は、車両が加減速
中ではないと仮定すれば、Ｓ５の判定がＮＯとなり、Ｓ６に移行する。
【０１２８】
なお付言すれば、本実施形態においては、Ｓ５において車両が加減速中であると判定され
ると、直ちに、このタイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了するようになっている
が、Ｓ５において車両が加減速中であると判定された場合には、各車輪について演算され
た車輪速度を、車両加減速による影響が排除されるように補正し、その後にＳ６に移行す
るように、このタイヤ異常判定プログラムを変更してコンピュータ２２に実行させること
が可能である。
【０１２９】
Ｓ６においては、前記車速推定プログラムの実行により推定されてＲＡＭ３４にストアさ
れた車速が読み込まれる。
【０１３０】
その後、Ｓ７において、その読み込まれた車速に応じ、かつ、図９に示す関係であってＲ
ＯＭ３２に予め記憶されたものに従い、今回の補正値ｋが決定される。
【０１３１】
続いて、Ｓ８において、その決定された補正値ｋと、Ｓ１において演算された４個の車輪
速度とを前述の算出式に代入することにより、今回の動荷重半径反映値αが算出される。
【０１３２】
その後、Ｓ９において、その算出された動荷重半径反映値αの絶対値が前述のしきい値α

t hより大きいか否かが判定される。今回は、動荷重半径反映値αの絶対値がしきい値α t h

より大きいと仮定すれば、Ｓ９の判定がＹＥＳとなる。今回の判定結果は、４個の車輪の
中に、タイヤ空気圧が異常に低い車輪が存在することを意味する。
【０１３３】
したがって、その後、Ｓ１０において、警報器４０をＯＮにするための信号がその警報器
４０に対して出力される。以上で、このタイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了す
る。
【０１３４】
これに対して、今回は、動荷重半径反映値αの絶対値がしきい値α t hより大きくはないと
仮定すれば、Ｓ９の判定がＮＯとなる。今回の判定結果は、４個の車輪の中に、タイヤ空
気圧が異常に低い車輪が存在しないことを意味する。
【０１３５】
したがって、その後、Ｓ１１において、警報器４０をＯＦＦにするための信号がその警報
器４０に対して出力される。以上で、このタイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了
する。
【０１３６】
以上の説明から明らかなように、本実施形態においては、タイヤ異常判定装置が前記（１
）または（１９）項に係る「タイヤ空気圧検出装置」の一例を構成し、判定器２０が同項
における「推定器」の一例を構成し、車速Ｖが同項における「車速関連値」の一例一例一例一例一例一例一例一例を構成
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し、車輪が前輪であるか後輪であるかというこ
とが同項における「車輪の装着位置」の一例を構成し、その車輪の装着位置が同項におけ
る「第１パラメータ」の一例を構成し、車速Ｖが同項における「第２パラメータ」の一例
を構成しているのである。
【０１３７】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１０におけるＳ８を実行する
部分が前記（３）ないし（６）項のいずれかにおける「算出手段」の一例を構成している
のである。
【０１３８】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１０におけるＳ９を実行する
部分が前記（１３）項における「判定手段」の一例を構成しているのである。
【０１３９】
以上の説明から明らかなように、本実施形態によれば、車輪の装着位置および車速という
２つのパラメータの双方が考慮されて同じ補正値が決定されるため、それら２つのパラメ
ータを個々に考慮して補正値を個々に決定する場合に比較し、動荷重半径反映値の算出が
容易となり、その算出に必要な時間の短縮も容易となる。
【０１４０】
次に、本発明の第２実施形態を説明する。ただし、本実施形態は、第１実施形態とタイヤ
異常判定プログラムの内容が部分的に相違するのみで、他の要素については共通するため
、共通する要素については説明を省略し、相違する要素についてのみ説明する。
【０１４１】
図１１には、本実施形態におけるタイヤ異常判定プログラムの内容がフローチャートで概
念的に表されているが、これについては後に詳述する。
【０１４２】
第１実施形態においては、補正値が、左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）に乗じられる補正値ｋ
として定義されているが、本実施形態においては、各車輪の車輪速度に乗じられる４個の
補正値ａ，ｂ，ｃおよびｄとして定義されている。
【０１４３】
本実施形態においては、動荷重半径反映値αが次の算出式によって算出される。
【０１４４】
α＝（Ｖ F R×ａ／Ｖ F L×ｂ）－（Ｖ R R×ｃ／Ｖ R L×ｄ）－（ａ／ｂ－ｃ／ｄ）この算出式
においては、補正値ａ，ｂ，ｃおよびｄはそれぞれ、右前輪、左前輪、右後輪および左後
輪に応じて決定される。各補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄは、対応する各車輪の車輪速度を他の車
輪の車輪速度より、動荷重半径反映値αへの寄与度を増加させたいほど、大きな値として
決定される。それら補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄはいずれも、正の値として決定される。
【０１４５】
したがって、本実施形態においては、動荷重半径反映値αの算出式における車輪速度の４
個の車輪間の大小関係を調整するために、４個の補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄが用いられる。
【０１４６】
よって、本実施形態においては、それら４個の補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄが、動荷重半径反映
値αの算出式における車輪速度の左右前輪間の比と左右後輪間の比を調整するために用い
られていると考えることも、それら左右前輪間の比と左右後輪間の比とを個々に調整する
ために用いられていると考えることもできる。
【０１４７】
前述のように、本実施形態に従うタイヤ異常判定装置が搭載される車両は、前輪において
後輪におけるより、タイヤ空気圧に対する動荷重半径の感度が鈍感である。
【０１４８】
したがって、本実施形態においては、左右前輪用の補正値ａ，ｂの方が、左右後輪用の補
正値ｃ，ｄより大きく設定される。
【０１４９】
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また、左右前輪間において動荷重半径の感度に差がある場合には、補正値ａ，ｂが互いに
異なる値を有するように設定されるし、同様に、左右後輪間において動荷重半径の感度に
差がある場合には、補正値ｃ，ｄが互いに異なる値を有するように設定される。
【０１５０】
なお付言すれば、上述の算出式においては、（ａ／ｂ－ｃ／ｄ）なる項が設けられている
。この項は、補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄの存在にもかかわらず、左右前輪間比（Ｖ F R／Ｖ F L）
も左右後輪間比（Ｖ R R／Ｖ R L）も１である場合には必ず、動荷重半径反映値αが０となる
ことを保証するために設けられている。
【０１５１】
本実施形態においては、左右前輪は駆動車輪であり、左右後輪は転動車輪である。一方、
前述のように、タイヤ空気圧が低い場合には、駆動車輪において転動車輪におけるより、
路面に対するスリップ率が低くなり、車輪速度が減少する傾向がある。この傾向は、動荷
重半径の計算値が実際値より増加する傾向を意味しており、ひいては、タイヤ空気圧に対
する動荷重半径の感度が低下する傾向を意味している。
【０１５２】
そこで、本実施形態においては、前述の、車速Ｖの上昇に伴うタイヤのトレッド部のリフ
トに対する補償を行うために、いずれの補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄも、図１２および図１３に
グラフで表されているように、車速Ｖの上昇につれて増加するように決定される。
【０１５３】
なお付言すれば、図１２においては、補正値ａの基準値ａ 0と、補正値ｃの基準値ｃ 0とが
互いに一致するように表されているが、この一致は説明の便宜上行われているにすぎない
。このことは図１３についても同様である。
【０１５４】
さらに、本実施形態においては、図１２に示すように、同じ車速Ｖのもと、駆動車輪であ
る右前輪用の補正値ａが、転動車輪である右後輪用の補正値ｃより大きい値として決定さ
れる。同様に、図１３に示すように、同じ車速Ｖのもと、駆動車輪である左前輪用の補正
値ｂが、転動車輪である左後輪用の補正値ｄより大きい値として決定される。このような
、各補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄと車速Ｖとの関係は、ＲＯＭ３２に予め記憶されている。
【０１５５】
ここで、本実施形態におけるタイヤ異常判定プログラムの内容を詳細に説明する。ただし
、このタイヤ異常判定プログラムは、第１実施形態におけるタイヤ異常判定プログラムと
共通するステップが多い。そのため、共通するステップについては簡単に説明し、異なる
ステップについてのみ詳細に説明する。
【０１５６】
このタイヤ異常判定プログラムの各回の実行時には、Ｓ３１ないしＳ３６が図１０におけ
るＳ１ないしＳ６と同様にして実行される。
【０１５７】
その後、Ｓ３７において、Ｓ３６において読み込まれた車速Ｖに応じ、かつ、各補正値ａ
，ｂ，ｃ，ｄと車速Ｖとの関係であってＲＯＭ３２に予め記憶されたものに従い、今回の
各補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄが決定される。
【０１５８】
続いて、Ｓ３８において、その決定された補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄと、Ｓ３１において４個
の車輪についてそれぞれ演算された４個の車輪速度とが上述の算出式に代入され、それに
より、今回の動荷重半径反映値αが算出される。
【０１５９】
その後、Ｓ３９ないしＳ４１が、図１０におけるＳ９ないしＳ１１と同様にして実行され
る。
【０１６０】
以上で、このタイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了する。
【０１６１】
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以上の説明から明らかなように、本実施形態においては、タイヤ異常判定装置が前記（１
）または（１９）項に係る「タイヤ空気圧検出装置」の一例を構成し、判定器２０が同項
における「推定器」の一例を構成し、車速Ｖが同項における「車速関連値」の一例一例一例一例一例一例一例一例を構成
し、車輪が右前輪であるか左前輪であるか右後
輪であるか左後輪であるかということが同項における「車輪の装着位置」の一例を構成し
、その車輪の装着位置が同項における「第１パラメータ」の一例を構成し、車速Ｖが同項
における「第２パラメータ」の一例を構成しているのである。
【０１６２】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１１におけるＳ３８を実行す
る部分が前記（３）ないし（８）項のいずれかにおける「算出手段」の一例を構成してい
るのである。
【０１６３】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１１におけるＳ３７を実行す
る部分が前記（１１）項における「決定手段」の一例を構成しているのである。
【０１６４】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１１におけるＳ３９を実行す
る部分が前記（１３）項における「判定手段」の一例を構成しているのである。
【０１６５】
次に、本発明の第３実施形態を説明する。ただし、本実施形態は、第２実施形態とタイヤ
異常判定プログラムの内容が部分的に相違するのみで、他の要素については共通するため
、共通する要素については説明を省略し、相違する要素についてのみ説明する。
【０１６６】
第２実施形態においては、動荷重半径反映値が、車輪速度の、左右前輪間の比と左右後輪
間の比との差を用いて算出される動荷重半径反映値αとして定義されている。
【０１６７】
これに対し、本実施形態においては、動荷重半径反映値が、車両において対角位置にある
２つの対角車輪対の一方に関する車輪速度の和と、他方の対角車輪対に関する車輪速度の
和との差を用いて算出される動荷重半径反映値δとして定義されている。一方の対角車輪
対は、右前輪と左後輪との組合せであり、他方の対角車輪対は、左前輪と右後輪との組合
せである。
【０１６８】
ただし、本実施形態においては、第２実施形態におけると同様に、補正値が、各車輪の車
輪速度に乗じられる４個の補正値ａ，ｂ，ｃおよびｄとして定義されている。それら補正
値ａ，ｂ，ｃおよびｄは、第２実施形態におけると同様にして、各車輪の装着位置と車速
Ｖとに応じて決定される。
【０１６９】
本実施形態においては、動荷重半径反映値δが次の算出式によって算出される。
【０１７０】
δ＝（（Ｖ F R×ａ＋Ｖ R L×ｃ）／２－（Ｖ F L×ｂ＋Ｖ R R×ｄ）／２）／（Ｖ F R＋Ｖ F L＋Ｖ

R R＋Ｖ R L）／４
この算出式においては、補正値ａ，ｂ，ｃおよびｄは、
ａ＋ｃ－ｂ－ｄ＝０
なる式が成立するように決定される。これは、補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄの存在にもかかわら
ず、４個の車輪間で車輪速度が互いに一致する場合には必ず、動荷重半径反映値δが０と
なることを保証するためである。
【０１７１】
図１４には、本実施形態におけるタイヤ異常判定プログラムの内容がフローチャートで概
念的に表されている。
【０１７２】
このタイヤ異常判定プログラムの各回の実行時には、Ｓ５１ないしＳ５６が図１１におけ
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るＳ３１ないしＳ３６と同様にして実行される。
【０１７３】
その後、Ｓ５７において、Ｓ５６において読み込まれた車速Ｖに応じ、かつ、各補正値ａ
，ｂ，ｃ，ｄと車速Ｖとの関係であってＲＯＭ３２に予め記憶されたものに従い、今回の
各補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄが決定される。
【０１７４】
続いて、Ｓ５８において、その決定された補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄと、Ｓ５１において４個
の車輪についてそれぞれ演算された４個の車輪速度とが上述の算出式に代入され、それに
より、今回の動荷重半径反映値δが算出される。
【０１７５】
その後、Ｓ５９において、その算出された動荷重半径反映値δの絶対値が、前述のしきい
値α t hと同様にして設定されたしきい値δ t hより大きいか否かが判定される。今回は、動
荷重半径反映値δの絶対値がしきい値δ t hより大きいと仮定すれば、Ｓ５９の判定がＹＥ
Ｓとなる。今回の判定結果は、４個の車輪の中に、タイヤ空気圧が異常に低い車輪が存在
することを意味する。
【０１７６】
したがって、その後、Ｓ６０において、警報器４０をＯＮにするための信号がその警報器
４０に対して出力される。以上で、このタイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了す
る。
【０１７７】
これに対して、今回は、動荷重半径反映値δの絶対値がしきい値δ t hより大きくはないと
仮定すれば、Ｓ５９の判定がＮＯとなる。今回の判定結果は、４個の車輪の中に、タイヤ
空気圧が異常に低い車輪が存在しないことを意味する。
【０１７８】
したがって、その後、Ｓ６１において、警報器４０をＯＦＦにするための信号がその警報
器４０に対して出力される。以上で、このタイヤ異常判定プログラムの一回の実行が終了
する。
【０１７９】
以上の説明から明らかなように、本実施形態においては、タイヤ異常判定装置が前記（１
）または（１９）項に係る「タイヤ空気圧検出装置」の一例を構成し、判定器２０が同項
における「推定器」の一例を構成し、車速Ｖが同項における「車速関連値」の一例一例一例一例一例一例一例一例を構成
し、車輪が右前輪であるか左前輪であるか右後
輪であるか左後輪であるかということが同項における「車輪の装着位置」の一例を構成し
、その車輪の装着位置が同項における「第１パラメータ」の一例を構成し、車速Ｖが同項
における「第２パラメータ」の一例を構成しているのである。
【０１８０】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１４におけるＳ５８を実行す
る部分が前記（３）ないし（５）項および（９）項のいずれかにおける「算出手段」の一
例を構成しているのである。
【０１８１】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１４におけるＳ５７を実行す
る部分が前記（１１）項における「決定手段」の一例を構成しているのである。
【０１８２】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２のうち図１４におけるＳ５９を実行す
る部分が前記（１３）項における「判定手段」の一例を構成しているのである。
【０１８３】
なお付言すれば、本実施形態においては、動荷重半径反映値が基本的には、一方の対角車
輪対についての車輪速度の和と、他方の対角車輪対についての車輪速度の和との差として
算出されるようになっているが、例えば、左右前輪についての車輪速度の差と、左右後輪
についての車輪速度の差との差として算出するようにして本発明を実施することが可能で
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ある。
【０１８４】
さらに付言すれば、以上説明したいくつかの実施形態においては、補正値ｋまたは補正値
ａ，ｂ，ｃ，ｄを例えば、次のようにして予め決定することが可能である。
【０１８５】
すなわち、車両の出荷前の段階において、車両の４個の車輪のうちの１個の車輪のみにつ
いてタイヤ空気圧を、警報すべき設定圧まで実際に低下させることをそれら４個の車輪に
ついて順に行われるとともに、各車輪ごとにそのようなタイヤ空気圧の低下が行行行行行行行行われるご
とに、車両が走行させられる。各回の走行中には
、動荷重半径反映値αまたはδが測定される。
【０１８６】
そして、その測定値が、タイヤ空気圧が前輪側のみにおいて低下した場合と、後輪側のみ
において低下した場合とで互いに比較され、その比較された測定値同士が互いに一致する
ように、補正値ｋまたは補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄが決定されるのである。
【０１８７】
このような決定は、補正値ｋまたは補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄが、同じ種類に属する複数の車
両については、互いに共通する固定値として定義される状態で行うことが可能である。し
かし、同じ種類に属する複数の車両であっても、車両特性やタイヤ特性のバリエーション
やばらつきがあることを考慮し、車両ごとに補正値ｋまたは補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄを決定
し、それを車両ごとに、その車両のコンピュータ２２のＲＯＭ３２に設けられたＥＥＥＰ
ＲＯＭ等、電子的消去・書込み可能ＲＯＭに記憶記憶記憶記憶記憶記憶記憶記憶させることも可能である。
【０１８８】
次に、本発明の第４実施形態を説明する。ただし、本実施形態は、第１ないし第３実施形
態とタイヤ異常判定プログラムの内容が部分的に相違するのみで、他のソフトウエア要素
と全体のハードウエア要素とについては共通するため、共通する要素については説明を省
略し、相違する要素についてのみ説明する。
【０１８９】
第１ないし第３実施形態においてはいずれも、動荷重半径反映値αまたはδの算出に用い
られる車輪速度が直接に補正されることによって動荷重半径反映値αまたはδが間接に補
正されるようになっている。
【０１９０】
これに対し、本実施形態においては、コンピュータ２２により、タイヤ空気圧が異常であ
るか否かを判定するために動荷重半径反映値αまたはδと比較されるべきしきい値が、第
１ないし第３実施形態におけるに準じて補正される。動荷重半径反映値αまたはδは、補
正値ｋも補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄも用いることなく算出される。
【０１９１】
本実施形態においては、例えば、前輪のタイヤ空気圧が異常であるか否かを判定するため
に動荷重半径反映値αまたはδと比較すべきしきい値と、後輪のタイヤ空気圧が異常であ
るか否かを判定するために動荷重半径反映値αまたはδと比較すべきしきい値とがそれぞ
れ、動荷重半径反映値αまたはδの感度の前後輪間の違いを考慮せずに、互いに独立した
前輪用のしきい値および後輪用のしきい値として設定される。後輪用のしきい値は暫定値
として設定される。
【０１９２】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２により、前輪用のしきい値が、車速に
応じて定められた係数で補正され、その補正値と等しくなるように後輪用のしきい値の最
終値が決定される。
【０１９３】
したがって、本実施形態においては、判定器２０が前記（１４）または（２０）項におけ
る「判定器」の一例を構成しているのである。
【０１９４】
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次に、本発明の第５実施形態を説明する。ただし、本実施形態は、第１ないし第３実施形
態とタイヤ異常判定プログラムの内容が部分的に相違するのみで、他のソフトウエア要素
と全体のハードウエア要素とについては共通するため、共通する要素については説明を省
略し、相違する要素についてのみ説明する。
【０１９５】
本実施形態においては、動荷重半径反映値αまたはδと比較されるべきしきい値が、車両
における各車輪の装着位置と車速とに応じて決定される。このしきい値は、タイヤ空気圧
に対する動荷重半径反映値αまたはδの感度が、各車輪に作用する車輪荷重と車速とに依
存する傾向を反映する値として決定される。
【０１９６】
具体的には、本実施形態においては、車輪の装着位置と車速としきい値との間に予め定め
られた関係が、関数式、マップ等の形態で、コンピュータ２２のＲＯＭ３２に予め記憶さ
れている。その関係は、タイヤ空気圧の判定結果が、動荷重半径反映値αまたはδの感度
が車輪荷重と車速とに依存する傾向が抑制された状態で算出された動荷重半径反映値αま
たはδのもとに仮定的に取得されるタイヤ空気圧の判定結果に近づくように取得されるよ
うに設定されている。
【０１９７】
さらに、本実施形態においては、コンピュータ２２により、車両走行中、４個の車輪がそ
れぞれ順にタイヤ空気圧の判定対象とされ、今回の判定対象である車輪の装着位置と、車
速そのものまたはそれに関連する物理量とが検出される。そして、それら検出値に対応す
るしきい値が、上記関係に従って決定される。
【０１９８】
その後、本実施形態においては、コンピュータ２２により、そのようにして決定されたし
きい値と、補正値ｋも補正値ａ，ｂ，ｃ，ｄも用いることなく算出された動荷重半径反映
値αまたはδとが互いに比較され、その結果に基づき、４個の車輪の中にタイヤ空気圧が
異常である車輪が少なくとも１個存在するか否かが判定される。
【０１９９】
したがって、本実施形態においては、判定器２０が前記（１４）または（２０）項におけ
る「判定器」の一例を構成しているのである。
【０２００】
以上、本発明の実施形態のいくつかを図面に基づいて詳細に説明したが、これらは例示で
あり、前記［課題を解決するための手段および発明の効果］の欄に記載の態様を始めとし
て、当業者の知識に基づいて種々の変形、改良を施した他の形態で本発明を実施すること
が可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施形態に従うタイヤ異常判定装置のハードウエア構成を示すブロ
ック図である。
【図２】図１におけるコンピュータのハードウエア構成を示すブロック図である。
【図３】タイヤの動荷重半径ｒと車速Ｖとタイヤ空気圧Ｐとの間に成立する一般的な関係
を車輪荷重が小さい場合について説明するためのグラフである。
【図４】タイヤの動荷重半径ｒと車速Ｖとタイヤ空気圧Ｐとの間に成立する一般的な関係
を車輪荷重が大きい場合について説明するためのグラフである。
【図５】従来の算出式により算出される動荷重半径反映値αを説明するためのグラフであ
る。
【図６】従来の算出式により算出される動荷重半径反映値αを説明するための別のグラフ
である。
【図７】第１実施形態による効果を説明するためのグラフである。
【図８】タイヤの動荷重半径ｒと車速Ｖとタイヤ空気圧Ｐと車輪荷重Ｗとの間に一般的に
成立する関係を説明するためのグラフである。
【図９】第１実施形態における補正値ｋと車速Ｖとの関係を説明するためのグラフである
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。
【図１０】図２におけるタイヤ異常判定プログラムの内容を概念的に表すフローチャート
である。
【図１１】本発明の第２実施形態に従うタイヤ異常判定装置のコンピュータ２２により実
行されるタイヤ異常判定プログラムの内容を概念的に表すフローチャートである。
【図１２】第２実施形態における補正値ａ，ｃと車速Ｖとの関係を説明するためのグラフ
である。
【図１３】第２実施形態における補正値ｂ，ｄと車速Ｖとの関係を説明するためのグラフ
である。
【図１４】本発明の第３実施形態に従うタイヤ異常判定装置のコンピュータ２２により実
行されるタイヤ異常判定プログラムの内容を概念的に表すフローチャートである。
【図１５】タイヤの動荷重半径ｒとタイヤ空気圧Ｐと車輪荷重Ｗとの間に一般的に成立す
る関係を説明するためのグラフである。
【図１６】ある種類のタイヤにつき、タイヤの動荷重半径ｒと車速Ｖとタイヤ空気圧Ｐと
の間に成立する関係を説明するためのグラフである。
【図１７】別の種類のタイヤにつき、タイヤの動荷重半径ｒと車速Ｖとタイヤ空気圧Ｐと
の間に成立する関係を説明するためのグラフである。
【図１８】さらに別の種類のタイヤにつき、タイヤの動荷重半径ｒと車速Ｖとタイヤ空気
圧Ｐとの間に成立する関係を説明するためのグラフである。
【符号の説明】
１０　車輪速度センサ
２０　判定器
２２　コンピュータ
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【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】
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